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①成果優先度評価結果 ②コスト削減優先度評価結果
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3.使用料 2

③事務事業開始の経緯・事務事業の現状
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需要費 千円

2.役務費 719 役務費 千円

都道府県支出金 千円

東日本大震災復興交付金繰入金、他

相談支援事業委託料（2,000）、害虫等防除委託料（1,011）、他

1.需要費 7,834

保険料（614）、手数料（106）

東日本大震災の影響により、災害公営住宅を設置し平成

26年度から管理を開始した。

また、入居希望者の減少により適正管理戸数を見直し、

住宅の解体を進めることが必要となっている。

多くの市営住宅では、風呂や給湯器・テレビアンテナ

等が無い事から、入居時に費用がかかってしまうとい

う入居者からの意見がある。

昭和

5,886

2,587

① 事務事業の期間

3,402 5,278 6,959

3.委託料 5,665

主要事業

市営住宅の適正な管理(市営住宅管理費）

施策

体系
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（決算） （決算） （決算）

④事務事業に関する課題・環境の変化 ⑤事務事業に対する住民からの意見等

28年度
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7,834
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単位

24年度 25年度

施策の展開

良好な生活環境の形成

5月中旬～

（今年度新たに取り組

む事項について記載）

内容

神西住宅引越し計画

今

後

の

方

向

性

H28年度～

H29.5月　H28年度に引越さなかった方へ再度引越しの

伺いをする。

H29.9月　神西住宅2棟の解体を発注予定。

・入退去に伴う修繕工事

・住宅関連設備の点検清掃業務

・旭市被災要援護者生活再建相談支援事業

管理戸数

21

2,982

719

② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

市営住宅の維持管理により、居住環境の整備等を行う事業。主な業務は以下のとおり

・入退居者の管理及び家賃算定等に係る事務

・入退居に伴う住宅の修繕や清掃

・浄化槽、給水ポンプ、消防設備といった住宅関連設備の法定点検整備や清掃などの維持管理

・シロアリ防除や植木の剪定・害虫駆除作業などの実施

・市営住宅管理人の手当や電気使用料（住宅設備分）及び敷地の借上料や火災保険料など住宅管理に伴う経費の支払い

高度成長期の低所得者に対する住宅不足解消を目的と

して全国で市営住宅が整備された。旭市では、昭和36年

度建築の双葉団地の一部が最も古い市営住宅となって

いる。

財政課 担当班 管財営繕班

事

業

種

別

2,981

228 349

一般

所管課

4 1

公営住宅法、旭市営住宅の設置及び管理に関する条例

194

8

事務事業評価シート 

土地等借上料（2971）、電柱使用料

26年度 27年度

19,583修繕料（7,292）、光熱水費（531）、消耗品費

0

主な事業

国土強靱化地域計画

新市建設計画

定住自立圏構想

平成 27 年度事後評価・決算

予算
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市営住宅の維持管理

会計
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